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ke研究テーマ「子育てに最適な地域とは」の委員会からの提案（兼調査研究報告） 

 

飯田市議会 社会文教委員会 

 

はじめに 

国の年間の出生数は、減少傾向が続いている。合計特殊出生率は平成 17年には過去最低

にまで落ち込んだ。その後は上昇傾向にあるものの、平成 28年の出生数は統計開始以来、

初めて 100 万人を割り込み、国全体では平成 20 年をピークに人口減少が明らかとなって

いる。こうした中で、国は平成 27年３月に新たな少子化社会対策大綱を閣議決定し、同年

４月からは、子ども・子育て支援新制度が本格施行されている。 

飯田市においては、「子ども子育て支援法」に基づく「飯田市子ども・子育て支援事業計

画」を策定する一方で、こども家庭応援センター「ゆいきっず」の設置、子ども医療費の

助成を高校世代まで拡大するなど、県内でも先進的な各種子育てサービスの拡充に取り組

まれている。また、合計特殊出生率でも全国的にもトップクラスとなっている。 

こうした背景を踏まえ、当委員会では、子育て環境等の更なる充実の実現と、それがい

いだ未来デザイン 2028の「目指すまちの姿」に繋がることを目指し、「子育てに最適な地

域とは」を調査研究テーマに掲げた。この間２年間に亘る委員会の調査研究活動を通じ、

折りに触れ市側に提案等行ってきたが、委員会の任期を迎えるにあたり、これまでの委員

会活動を総括した。 

 

Ⅰ これまでの調査研究活動をふまえての経過 

当委員会では、「子育てに最適な地域とは」との調査研究課題への取り組みとして、一

つは、具体的な事業として「飯田コミュニティスクール」を、もう一つは、「働き手の減

少という日本社会の構造的問題が大きくクローズアップされている現在にあっての、子

育てと仕事を両立するために必要な支援のあり方」を大きな視点として捉え、関係する

事業等を取り上げた。 

これらは、議会報告会における市民との意見交換、管外視察において先進自治体の取

組状況の調査研究を行ったほか、議会による行政評価の機会に合わせ、執行機関の取組

状況等を再確認し、議員間の意見交換により議論を深め、共有できた事項については、

提言等に盛り込んだ。 

それとは別に、議会による行政評価における議論では、子どもたちが安全に、安心し

て学習等に取り組める環境と、そのための環境整備も必要であることが共有できた。こ

れに関し、昨年夏の異常な猛暑を受け、議会でも数年来課題と認識してきた小中学校等

へのエアコン設置に関する市への要望書の提出と、その財源確保に関する国への意見書

の提出に取り組んだ。 

それらの活動を踏まえ、今回、補足事項について次のようにまとめ、委員会の提案と

して担当部署へ提出するものである。 
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Ⅱ 年間の委員会活動を通じて教育委員会・健康福祉部への提案 

 

１ コミュニティスクールについて 

（１）コミュニティスクールについては飯田市の場合、学校運営協議会を要として運営

されており、参加者を中心に徐々に周知がされてきた。 

しかし、PTA、まちづくり委員会、ボランティアをはじめとして、まだまだ知れ渡

っているとは言い難い。教育委員会を中心に、一層の啓発活動に取り組まれたい。 

（２）各学校のコミュニティスクールの運営、とりわけ広報活動や各組織の横展開を充

実させるため専門官は必要と考える。現行の公民館主事がコーディネーター役を担

うことも含み今後検討されたい。 

 

２ 放課後児童クラブについて 

（１）児童クラブのさらなる拡大が望まれている。小学校高学年児や長期休みでの受け

入れができるよう検討されたい。 

（２）教育委員会と支援員との充分な意思疎通が図られるよう懇談会の内容を充実され

たい。 

 

３ 公立保育園にかかる延長保育や未満児保育について 

（１）今年 10月に予定されている「幼保無償化施策」の詳細は不明だが、保育士の不足

や待機児童対策が予想される。特に保育士の確保については労働環境の整備、保育

経験者の再雇用、飯田女子短大卒業者への働きかけなど早急に実施されたい。 

（２）国の施策と地域要望（延長保育・未満児保育の実践）との整合性を図れるよう、

地域との協議を十分に行われたい。 

 

４ 小中学校の空調設備の整備について 

 昨年の猛暑を受け、小中学校の普通教室への空調設備が 2019年度に予定されている。 

 国への補助金の働き掛けも含め、予定通り計画が行われるよう（施策を）進められた

い。 
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Ⅲ 調査研究の経過 

〔平成 29年〕 

５月 16日 

 

 

６月 16日 

７月 4~6日 

 

 

 

７月 19日 

８月１日 

９月 21日 

22日 

９月 28日 

 

 

９月 29日 

10月 

 

 

12月 12日 

 

〔平成 30年〕 

２月 14日 

３月９･12日 

４月 24日 

 

 

５月 22日 

7月 5日 

７月５･６日 

 

 

 

 

7月 19・20日 

７月 20日 

８月 1･２日 

 

管内視察 

・飯田市の ICT教育（旭ケ丘中学） 

・上郷なかよし保育園 

協議会勉強会 ※市の取組み状況について説明・質疑 

管外視察 

・兵庫県相生市：子育て応援施策 11のカギについて 

・兵庫県姫路市：学校教育の情報化推進事業 

（ＩＣＴ教育の推進）について 

委員会 ※議会による行政評価：説明質疑 

協議会 ※行政評価意見集約 

委員会 ※決算認定審査を通しての質疑 

協議会勉強会 ※市の取組み状況について説明・質疑 

議会による行政評価に関し市へ提言 

いいだ未来デザイン 2028基本目標３、４、５、６、７に対して

の提言 

協議会勉強会 ※市の取組み状況について説明・質疑 

議会報告会 

・「子育てに最適な地域とは」を分科会テーマとして設定し、意見

交換実施 84件の意見が寄せられた 

協議会  

※議会報告会で寄せられた意見への対応等協議、共有 

 

協議会勉強会 ※執行機関側との意見交換、現状確認 

委員会 ※当初予算審査を通しての質疑 

管内視察 

・「小規模特認校」の取組（上村小学校） 

・「いいだ型自然保育」の取組（上郷保育園） 

協議会勉強会 ※課題に対し議員間で討議、方向性の共有 

協議会勉強会 ※市の取組み状況について説明・質疑 

管外視察 ※別添資料（３）参照 

・愛知県北名古屋市：北名古屋市版コミュニティスクールの取組み

について 

・岐阜県岐阜市：子ども・若者総合支援センター“エールぎふ”の

取組みについて（豪雨のため中止） 

委員会 ※議会による行政評価：説明質疑 

協議会勉強会 ※課題に対し議員間で討議 

協議会 ※行政評価意見集約 

9月 12日 

 

 

 

委員会 ※決算認定審査を通しての質疑 

※小中学校等への空調設備整備に関し、市へ要望書、国へ

意見書を提出することを確認 

別添資料 
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〔30年度の議会による行政評価に合わせ執行機関側に提言、提案した事項〕※抜粋 

■基本目標３「地育力が支える学び合いで、生きる力をもち、心豊かな人材を育む」 

〔提言〕 

・「生きる力」を身につけるためには親の影響が大きい。子供のしつけや育て方の不安

を持つ親もいる。子育て支援課も一緒に学べる環境づくりを考える必要があるので

はないか。 

・働き手の減少という日本社会の構造的問題が大きくクローズアップされている時代

にあって、特に未就学児・小学生がいる家庭から子育てと仕事を両立させるための

環境を整えてほしいとの要望が多く寄せられる。この視点から今一度政策を見直し

てはどうか。（地元による延長保育の運営費等については、財政的な支援も必要）。 

〔主な提案〕 

・小中連携・一貫教育は、中学校区ごとのカリキュラムの作成を全教科で実践された

い。あわせて、コミュニティスクールの施策との整合性を図られたい。 

・小中連携・一貫教育の推進により、中一ギャップによる不登校生徒はいないが、不

登校児童生徒は増加傾向にあり、その分析と対応が求められる。 

・学校運営協議会の機能のさらなる向上を目指されたい。また、会議内容等を広く周

知する等、コミュニティスクールに対する市民や先生の理解を深めること。 

・幼保小の連携を進められたい。その際主な関係課に子育て支援課を加えられたい。

また、多様な家庭環境における学力の維持・向上とあるが、健康福祉部と連携する

必要がある。 

・コミュニティスクール専門の担当者が必要ではないか。また、地域人教育で活動し

ている高校生のコミュニティスクールへの参画が図れないか。あわせて、コミュニ

ティスクールに参画しているボランティア同士の交流を行い、事業推進を行っては

どうか。 

 

9月 13日 

10月１日 

10月 

 

 

11月 16日 

 

12月 11日 

 

 

12月 14日 

〔平成 30年〕 

２月７日 

 

3月 11･12日 

委員会協議会 ※議会報告会に向けた意見交換 

協議会 ※議会報告会に向けた意見交換 

議会報告会 ※別添資料 

・「子育てに最適な地域とは」を分科会テーマとして設定し、経過

を市民に説明意見交換実施 118件の意見が寄せられた 

協議会勉強会 ※市の取組み状況について 

・テーマに関する調査研究内容の確認 

委員会 小中学校への空調設備設置に関する予算案の審査 

※小中学校への空調設備整備に関し、国へ意見書を提出

することを確認 

協議会 ※議会報告会で寄せられた意見のまとめ 

 

協議会勉強会 ※取組み状況について執行機関と意見交換 

※提案に関しての最終集約 

委員会 ※当初予算審査を通しての質疑 

※所管事務調査等のまとめの確認 
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〔その他の確認事項〕 

・子どもの教育には、基本目標に定めた施策展開のほかに、安全に、安心して学習等

に取り組める環境整備も必要である。 

（この点については、委員間の議論でも共有されており、当委員会としても予算決

算などの審査をとおして、必要な提案を行う旨も確認した。） 

 

■基本目標５「若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる」 

〔提言〕 

・国の幼保無料化政策や働き方改革の動向により、保育等のニーズがさらに高まるこ

とが予想される。これらは、保育士等の獲得競争の過熱化や、結果として待機児童

の発生に繋がる恐れもある。今のうちから、実態を正確に把握したうえで、対策を

検討しておく必要がある。 

・コミュニティスクールについては、学校と地域の理解を深めると共に、学校運営協

議会が本来の意味で機能するよう、教育委員会が中心となって進められたい。また、

ボランティアなど事業に携わる市民の方の理解が深まるよう、専門担当者の配置に

よる活動支援を検討されたい。 

〔主な提案〕 

・特に、男性ひとり親家庭では働き方により求めるサービスに違いがある。働きなが

ら子育てする環境の充実が必要。また、施策の視点として、父親へのアプローチも

必要ではないか。 

・ひとり親世帯への学習支援事業については、その内容や進学につながったかの検証

が必要。また、家庭環境の対策や検証も必要。 

・児童虐待について件数が増加している。背景として、社会的意識の高まりがあるか

もしれないが、検証と対策が必要。 

・今後の方向性において、「子育て環境を、移住したいと思える魅力として発信」とあ

るが、現在子育てをしている人が「この地域の子育て環境は本当に素晴らしい」と

思ってもらえることの方が肝要。市民意識調査のレベルでなく、もっと詳細なニー

ズ把握が必要。 

・子育て世代は SNS を活用している。子育て情報を、SNS を使用して発信するような

施策を検討してはどうか。 

 

 

Ⅳ 別添資料 

 （１）平成 29年度 議会報告会資料 

 （２）平成 30年度 所管事務調査（管外視察）報告 ※抜粋 

 （３）平成 30年度 議会報告会資料 

（４）市内小中学校及び保育園等にエアコン設置を求める要望書 

（５）小中学校のエアコン設置に伴う財源確保を求める意見書及び小中学校の空調設備

設置に伴う財源確保を求める意見書 

 


























































